
担

当

課

（

室

）

目

次

発

行

岡

山

県

担

当

課

（

室

）

目

次

【

告

示

】

○

特

定

施

設

の

構

造

等

変

更

許

可

申

請

環

境

管

理

課

○

指

定

居

宅

サ

ー

ビ

ス

事

業

者

の

指

定

指

導

監

査

室

【

公

告

】

○

平

成

三

十

年

度

行

政

書

士

試

験

の

実

施

総

務

学

事

課

○

特

定

非

営

利

活

動

法

人

の

定

款

変

更

の

認

証

の

県

民

生

活

交

通

課

申

請

○

土

地

改

良

事

業

施

行

認

可

申

請

の

縦

覧

耕

地

課

○

林

業

種

苗

法

に

基

づ

く

生

産

事

業

者

の

登

録

の

治

山

課

失

効

○

開

発

許

可

を

受

け

た

開

発

行

為

に

関

す

る

工

事

建

築

指

導

課

の

完

了

○

〃

〃

○

〃

〃

岡

山

県

公

報

平成３０年７月１０日 第１２００６号



◎
岡
山
県
告
示
第
三
百
九
十
八
号

瀬
戸
内
海
環
境
保
全
特
別
措
置
法
（
昭
和
四
十
八
年
法
律
第
百
十
号
）
第
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ

り
申
請
の
あ
っ
た
特
定
施
設
の
構
造
等
の
変
更
許
可
申
請
の
概
要
は
、
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

な
お
、
こ
の
特
定
施
設
の
構
造
等
を
変
更
す
る
こ
と
が
環
境
に
及
ぼ
す
影
響
に
つ
い
て
の
調
査
の
結

果
に
基
づ
く
事
前
評
価
に
関
す
る
事
項
を
記
載
し
た
書
面
を
次
の
と
お
り
縦
覧
に
供
す
る
。

平
成
三
十
年
七
月
十
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

１
申
請
の
概
要

申
請
者
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
並
び
に
法
人
に
あ

て
は
そ
の
代
表
者
の
氏
名

(
1
)

っ

名
称

ユ
サ
ン
精
密
株
式
会
社

ー

1
8
2
5

住
所

加
賀
郡
吉
備
中
央
町
下
加
茂

氏
名

代
表
取
締
役
社
長

中
西

正
浩

工
場
又
は
事
業
場
の
名
称
及
び
所
在
地

(
2
)名

称
ユ

サ
ン
精
密
株
式
会
社
第
一
工
場

ー

1
8
2
5

所
在
地

加
賀
郡
吉
備
中
央
町
下
加
茂
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(3) 特定施設に関する事項

区 分 変 更 前 変 更 後 変 更 前 変 更 後

65 65

種 類 同左 同左
酸又はアルカリによる 酸又はアルカリによる
表面処理施設（バレル 表面処理施設（Ｌ－22
洗浄装置） －３）

能 力 ２本／時 同左 2.3ｔ／時 同左

工 事 着 手 予 定 年 月 日 － 同左 同左 同左

工 事 完 成 予 定 年 月 日 － 同左 同左 同左

使 用 開 始 予 定 年 月 日 － 許可後直ちに － 許可後直ちに

使用時間間隔及び１日当たりの使用時間並
びにその使用に季節的変動がある場合はそ 連続24時間 同左 同左 同左
の概要

使用時において 区 分 通 常 最 大 通 常 最 大 通 常 最 大 通 常 最 大
当該特定施設か
ら排出される汚 水 量（㎥／日） 2 3 26.5 27.8 42.0 43.5
水等の汚染状態
の通常の値及び ｐ Ｈ 13 13 9 10
最大の値並びに

 当該汚水等の通 ＢＯＤ（mg／Ｌ） 10 30 10 30
常の量及び最大
の量 ＣＯＤ（㎎／Ｌ） 20 60 20 60

Ｓ Ｓ（㎎／Ｌ） 80 150 80 150 同左

油 分（㎎／Ｌ） 2 5 10 30
同左

Ｔ－Ｎ（㎎／Ｌ） 5 25 30 40

Ｔ－Ｐ（㎎／Ｌ） 0.1 0.1 30 50

Ｚ ｎ（㎎／Ｌ） - - 4 12

アンモニア，アンモニウム
- - 3 5 25 33化合物，亜硝酸化合物及び

 硝酸化合物（mg／Ｌ）

備考 種類は，水質汚濁防止法施行令（昭和46年政令第188号）別表第１の号番号及び名称とする。
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区 分 変 更 前 変 更 後 変 更 前 変 更 後

65 65

種 類 同左 同左
酸又はアルカリによる 酸又はアルカリによる
表面処理施設（Ｌ－22 表面処理施設（Ｌ－22
－４） －５）

能 力 2.3ｔ／時 同左 同左 同左

工 事 着 手 予 定 年 月 日 － 同左 同左 同左

工 事 完 成 予 定 年 月 日 － 同左 同左 同左

使 用 開 始 予 定 年 月 日 － 許可後直ちに － 許可後直ちに

使用時間間隔及び１日当たりの使用時間並
びにその使用に季節的変動がある場合はそ 連続24時間 同左 同左 同左
の概要

使用時において 区 分 通 常 最 大 通 常 最 大 通 常 最 大 通 常 最 大
当該特定施設か
ら排出される汚 水 量（㎥／日） 42.0 43.5
水等の汚染状態
の通常の値及び ｐ Ｈ 9 10
最大の値並びに

 当該汚水等の通 ＢＯＤ（mg／Ｌ） 10 30
常の量及び最大
の量 ＣＯＤ（㎎／Ｌ） 20 60

Ｓ Ｓ（㎎／Ｌ） 80 150 同左 同左 同左

油 分（㎎／Ｌ） 10 30

Ｔ－Ｎ（㎎／Ｌ） 30 40

Ｔ－Ｐ（㎎／Ｌ） 30 50

Ｚ ｎ（㎎／Ｌ） 4 12

アンモニア，アンモニウム
3 5 25 33 3 5 25 33化合物，亜硝酸化合物及び

 硝酸化合物（mg／Ｌ）

備考 種類は，水質汚濁防止法施行令別表第１の号番号及び名称とする。
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区 分 変 更 前 変 更 後 変 更 前 変 更 後 廃 止

65 65
65酸又はアルカリによる 酸又はアルカリによる

種 類 同左 酸又はアルカリによる 同左表面処理施設（Ｌ－22 表面処理施設（Ｌ－22
表面処理施設 Ｌ－21（ ）

－７） －１）

能 力 2.3ｔ／時 同左 120串／時 同左 1.6ｔ／時

工 事 着 手 予 定 年 月 日 － 同左 同左 同左 許可後直ちに

工 事 完 成 予 定 年 月 日 － 同左 同左 同左 工事着手後直ちに

使 用 開 始 予 定 年 月 日 － 許可後直ちに － 許可後直ちに －

使用時間間隔及び１日当たりの使用時間並
びにその使用に季節的変動がある場合はそ 連続24時間 同左 同左 同左 同左
の概要

使用時において 区 分 通 常 最 大 通 常 最 大 通 常 最 大 通 常 最 大 通 常 最 大
当該特定施設か
ら排出される汚 水 量（㎥／日） 42.0 43.5 7.0 8.0 31.0 32.0
水等の汚染状態
の通常の値及び ｐ Ｈ 9 10 9 10 9 10
最大の値並びに

 当該汚水等の通 ＢＯＤ（mg／Ｌ） 10 30 10 30 10 30
常の量及び最大 同左
の量 ＣＯＤ（㎎／Ｌ） 20 60 20 60 20 60

Ｓ Ｓ（㎎／Ｌ） 80 150 同左 80 150 80 150

油 分（㎎／Ｌ） 10 30 10 30 10 30

Ｔ－Ｎ（㎎／Ｌ） 30 40 23 45 30 40 10 25

Ｔ－Ｐ（㎎／Ｌ） 30 50 30 50 30 50
同左

Ｚ ｎ（㎎／Ｌ） 4 12 4 12 - -

アンモニア，アンモニウム
3 5 25 33 3 5 25 33 - -化合物，亜硝酸化合物及び

 硝酸化合物（mg／Ｌ）

備考 種類は，水質汚濁防止法施行令別表第１の号番号及び名称とする。
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(4) 汚水等の処理施設に関する事項

区 分 変 更 前 変 更 後

工 場 又 は 事 業 場 に お け る 施 設 番 号 工程排水処理施設Ａ 同左

種 類 及 び 型 式 中川化学社製連続式排水処理装置 同左

構 造 鋼板製（一部コンクリート製） 同左

主 要 寸 法 2,650ｃｍ×550ｃｍ×530ｃｍ 同左

能 力 ８㎥／時 同左

処 理 の 方 法 中和，凝集沈殿，ろ過吸着 同左

工 事 着 手 予 定 年 月 日 － 同左

工 事 完 成 予 定 年 月 日 － 同左

使 用 開 始 予 定 年 月 日 － 許可後直ちに

使用時間間隔及び１日当たりの使用時間並
びにその使用に季節的変動がある場合はそ 連続24時間 同左
の概要

使用時における 処 理 前 処 理 後 処 理 前 処 理 後
当該汚水等の処 区 分
理施設による処 通 常 最 大 通 常 最 大 通 常 最 大 通 常 最 大
理前及び処理後
の汚水等の汚染 水 量（㎥／日） 187.0 188.5 187.0 188.5 180.2 191.3 180.2 191.3
状態の通常の値
及び最大の値並 ｐ Ｈ 9 10 6～8 5.8～8.6
びに当該汚水等

 の通常の量及び ＢＯＤ（mg／Ｌ） 10 30 5 10
最大の量

 ＣＯＤ（mg／Ｌ） 20 60 10 30 同左

 Ｓ Ｓ（mg／Ｌ） 80 150 20 40

  油 分（mg／Ｌ） 10 30 2 3

  Ｔ－Ｎ（mg／Ｌ） 23 45 23 45 22.3 33.8 22.3 33.8

  Ｔ－Ｐ（mg／Ｌ） 20 40 1 2
同左

  Ｚ ｎ（mg／Ｌ） 10 30 2 2

アンモニア，アンモニウム
3 5 3 5 16 21 16 21化合物，亜硝酸化合物及び

 硝酸化合物（mg／Ｌ）
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区 分 変 更 前 変 更 後

工 場 又 は 事 業 場 に お け る 施 設 番 号 工程排水処理施設Ｃ 同左

種 類 及 び 型 式 中川化学社製連続式排水処理装置 同左

構 造 鋼板製（一部コンクリート製） 同左

主 要 寸 法 1,590ｃｍ×500ｃｍ×395ｃｍ 同左

能 力 ４㎥／時 同左

処 理 の 方 法 中和，凝集沈殿，ろ過吸着 同左

工 事 着 手 予 定 年 月 日 － 同左

工 事 完 成 予 定 年 月 日 － 同左

使 用 開 始 予 定 年 月 日 － 許可後直ちに

使用時間間隔及び１日当たりの使用時間並
びにその使用に季節的変動がある場合はそ 連続24時間 同左
の概要

使用時における 処 理 前 処 理 後 処 理 前 処 理 後
当該汚水等の処 区 分
理施設による処 通 常 最 大 通 常 最 大 通 常 最 大 通 常 最 大
理前及び処理後
の汚水等の汚染 水 量（㎥／日） 84.8 98.5 84.8 98.5 90.1 95.7 90.1 95.7
状態の通常の値
及び最大の値並 ｐ Ｈ 9 10 6～8 5.8～8.6
びに当該汚水等

 の通常の量及び ＢＯＤ（mg／Ｌ） 10 30 5 10
最大の量

 ＣＯＤ（mg／Ｌ） 20 60 10 30 同左

 Ｓ Ｓ（mg／Ｌ） 80 150 20 40

  油 分（mg／Ｌ） 10 30 2 3

  Ｔ－Ｎ（mg／Ｌ） 23 45 23 45 22.3 33.8 22.3 33.8

  Ｔ－Ｐ（mg／Ｌ） 20 40 1 2
同左

  Ｚ ｎ（mg／Ｌ） 10 30 2 2

アンモニア，アンモニウム
3 5 3 5 16 21 16 21化合物，亜硝酸化合物及び

 硝酸化合物（mg／Ｌ）

平成３０年７月１０日　岡山県公報　第１２００６号



区 分 変 更 前 変 更 後

工 場 又 は 事 業 場 に お け る 施 設 番 号 工程排水処理施設Ｄ 同左

種 類 及 び 型 式 中川化学社製連続式排水処理装置 同左

構 造 鋼板製（一部コンクリート製） 同左

主 要 寸 法 11,500ｃｍ×2,400ｃｍ×3,600ｃｍ 同左

能 力 0.6㎥／時 同左

処 理 の 方 法 中和，凝集沈殿，ろ過吸着 同左

工 事 着 手 予 定 年 月 日 － 同左

工 事 完 成 予 定 年 月 日 － 同左

使 用 開 始 予 定 年 月 日 － 許可後直ちに

使用時間間隔及び１日当たりの使用時間並
びにその使用に季節的変動がある場合はそ 連続24時間 同左
の概要

使用時における 処 理 前 処 理 後 処 理 前 処 理 後
当該汚水等の処 区 分
理施設による処 通 常 最 大 通 常 最 大 通 常 最 大 通 常 最 大
理前及び処理後
の汚水等の汚染 水 量（㎥／日） 21.0 23.0 21.0 23.0 5.0 7.2 5.0 7.2
状態の通常の値
及び最大の値並 ｐ Ｈ 9 10 6～8 5.8～8.6
びに当該汚水等
の通常の量及び ＢＯＤ（mg／Ｌ） 10 30 5 10
最大の量

ＣＯＤ（mg／Ｌ） 20 60 10 30

Ｓ Ｓ（mg／Ｌ） 40 75 10 20

油 分（mg／Ｌ） 10 30 2 3
同左

Ｔ－Ｎ（mg／Ｌ） 1 1 1 1

Ｔ－Ｐ（mg／Ｌ） 1 1 1 1

Ｚ ｎ（mg／Ｌ） - - - -

アンモニア，アンモニウム
- - - -化合物，亜硝酸化合物及び

硝酸化合物（mg／Ｌ）
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(5) 排水口に関する事項

排 水 口 番 号 Ｎｏ．２（工程排水処理施設Ａ，Ｃ） Ｎｏ．３（工程排水処理施設Ｄ）

変 更 前 変 更 後 変 更 前 変 更 後
区 分

通 常 最 大 通 常 最 大 通 常 最 大 通 常 最 大

水 量（㎥／日） 271.8 287.0 270.3 287.0 21.0 23.0 5.0 7.2

ｐ Ｈ 6～8 5.8～8.6 6～8 5.8～8.6

ＢＯＤ（mg／Ｌ） 5 10 5 10

ＣＯＤ（mg／Ｌ） 10 30 同左 10 30

Ｓ Ｓ（mg／Ｌ） 20 40 10 20

油 分（mg／Ｌ） 2 3 2 3
同左

Ｔ－Ｎ（mg／Ｌ） 23 45 22.3 33.8 1 1

Ｔ－Ｐ（mg／Ｌ） 1 2 1 1
同左

Ｚ ｎ（mg／Ｌ） 2 2 - -

アンモニア，アンモニウム
3 5 16 21 - -化合物，亜硝酸化合物及び

硝酸化合物（mg／Ｌ）

２ 縦覧の期間及び場所
(1) 期 間 平成30年７月10日から同月31日まで
(2) 場 所 岡山県環境文化部環境管理課及び吉備中央町役場
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◎
岡
山
県
告
示
第
三
百
九
十
九
号

介
護
保
険
法
（
平
成
九
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
第
四
十
一
条
第
一
項
本
文
の
規
定
に
よ
り
、
次
の

と
お
り
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
を
指
定
し
た
。

平
成
三
十
年
七
月
十
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

事
業
所
の
名
称
及
び
所
在
地

１

名
称

Ｊ
Ｕ
Ｎ
Ｏ
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー
国
分
寺

２

所
在
地

岡
山
県
総
社
市
宿
一
五
九
番
地
一

二

事
業
者
の
名
称
及
び
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

１

名
称

有
限
会
社
Ｊ
Ｕ
Ｎ
Ｏ

２

所
在
地

岡
山
県
総
社
市
泉
一
五
番
地
四
六

三

指
定
年
月
日

平
成
三
十
年
七
月
一
日

四

介
護
保
険
事
業
所
番
号

三
三
七
〇
八
〇
一
二
四
七

五

サ
ー
ビ
ス
の
種
類

通
所
介
護
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〔
三
三
四
〕
行
政
書
士
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
四
号
）
第
三
条
第
一
項
の
行
政
書
士
試
験
（
以
下

「
試
験
」
と
い
う

）
を
次
の
と
お
り
実
施
す
る
。
な
お
、
試
験
の
施
行
に
関
す
る
事
務
は
、
同
法
第

。

四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
一
般
財
団
法
人
行
政
書
士
試
験
研
究
セ
ン
タ
ー
に
行
わ
せ
る
。

平
成
三
十
年
七
月
十
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

試
験
の
日
時

平
成
三
十
年
十
一
月
十
一
日
（
日
曜
日
）
午
後
一
時
か
ら
午
後
四
時
ま
で

二

試
験
の
場
所

山
陽
女
子
中
学
校
・
高
等
学
校
（
岡
山
市
中
区
門
田
屋
敷
二
丁
目
二
番
一
六
号
）

三

試
験
の
科
目
及
び
方
法

１

試
験
の
科
目

行
政
書
士
の
業
務
に
関
し
必
要
な
法
令
等
（
出
題
数

四
十
六
題
）

（１）

憲
法
、
行
政
法
（
行
政
法
の
一
般
的
な
法
理
論
、
行
政
手
続
法
、
行
政
不
服
審
査
法
、
行
政

事
件
訴
訟
法
、
国
家
賠
償
法
及
び
地
方
自
治
法
を
中
心
と
す
る

、
民
法
、
商
法
及
び
基
礎

。
）

法
学
の
中
か
ら
そ
れ
ぞ
れ
出
題
し
、
法
令
に
つ
い
て
は
、
平
成
三
十
年
四
月
一
日
現
在
施
行
さ

れ
て
い
る
法
令
に
関
し
て
出
題
す
る
。

行
政
書
士
の
業
務
に
関
連
す
る
一
般
知
識
等
（
出
題
数

十
四
題
）

（２）

政
治
・
経
済
・
社
会
、
情
報
通
信
・
個
人
情
報
保
護
及
び
文
章
理
解
に
つ
い
て
そ
れ
ぞ
れ
出

題
す
る
。

２

試
験
の
方
法

試
験
は
、
筆
記
試
験
に
よ
っ
て
行
う
。

（１）

出
題
の
形
式
は
、
１

に
つ
い
て
は
択
一
式
及
び
記
述
式
、
１

に
つ
い
て
は
択
一
式
と
す

（２）

（１）

（２）

る
。
な
お
、
記
述
式
は
、
四
十
字
程
度
で
記
述
す
る
も
の
を
出
題
す
る
。

四

受
験
願
書
及
び
試
験
案
内
の
配
布

１

窓
口
配
布

配
布
期
間

（１）

平
成
三
十
年
七
月
三
十
日
（
月
曜
日
）
か
ら
同
年
八
月
三
十
一
日
（
金
曜
日
）
ま
で
（
土
曜

日
及
び
日
曜
日
を
除
く

）
。

配
布
場
所

（２）
ア

一
般
財
団
法
人
行
政
書
士
試
験
研
究
セ
ン
タ
ー
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イ

岡
山
県
庁
（
県
民
室
及
び
総
務
部
総
務
学
事
課
）

ウ

各
県
民
局
地
域
政
策
部
総
務
課

エ

各
県
民
局
地
域
政
策
部
地
域
総
務
課

オ

岡
山
県
行
政
書
士
会

２

郵
送
配
布

住
所
、
氏
名
及
び
郵
便
番
号
を
記
載
し
、
百
四
十
円
分
の
切
手
を
貼
付
し
た
返
信
用
封
筒
（
角

形
二
号
（
Ａ
四
サ
イ
ズ
の
受
験
願
書
が
折
ら
ず
に
入
る
大
き
さ
の
も
の

）
を
同
封
し
た
上
、
郵

）

便
で
平
成
三
十
年
八
月
二
十
四
日
（
金
曜
日

（
必
着
）
ま
で
に
請
求
す
る
こ
と
。

）

請
求
先

〒
二
五
二

〇
二
九
九

日
本
郵
便
株
式
会
社
相
模
原
郵
便
局
留

一
般
財
団
法
人

－

行
政
書
士
試
験
研
究
セ
ン
タ
ー
試
験
課

五

受
験
手
続

１

郵
送
に
よ
る
受
験
の
申
込
み

受
験
願
書
の
受
付
期
間

（１）

平
成
三
十
年
七
月
三
十
日
（
月
曜
日
）
か
ら
同
年
八
月
三
十
一
日
（
金
曜
日
）
ま
で
（
同
日

の
消
印
が
あ
る
も
の
ま
で
受
け
付
け
る

）
。

受
験
願
書
の
受
付
場
所

（２）

一
般
財
団
法
人
行
政
書
士
試
験
研
究
セ
ン
タ
ー
試
験
課
。
受
験
願
書
及
び
試
験
案
内
が
入
っ

て
い
た
封
筒
を
使
用
し
、
簡
易
書
留
郵
便
で
郵
送
す
る
こ
と
。

提
出
書
類

（３）

受
験
願
書
（
顔
写
真
及
び
受
付
郵
便
局
の
日
附
印
の
あ
る
振
替
払
込
受
付
証
明
書
（
お
客
さ

ま
用
）
の
貼
付
が
あ
る
も
の
）

２

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
よ
る
受
験
の
申
込
み

受
験
の
申
込
み
の
受
付
期
間

（１）

平
成
三
十
年
七
月
三
十
日
（
月
曜
日
）
午
前
九
時
か
ら
同
年
八
月
二
十
八
日
（
火
曜
日
）
午

後
五
時
ま
で

入
力
に
当
た
っ
て
の
注
意
事
項

（２）
ア

入
力
方
法
等
手
続
の
詳
細
に
つ
い
て
は
、
一
般
財
団
法
人
行
政
書
士
試
験
研
究
セ
ン
タ
ー

の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（h

t
t
p
s
:
/
/
g
y
o
s
e
i
-
s
h
i
k
e
n
.
o
r
.
j
p
/

）
で
確
認
す
る
こ
と
。

イ

平
成
三
十
年
八
月
二
十
八
日
（
火
曜
日
）
は
回
線
が
混
雑
し
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
が
つ
な

が
り
に
く
く
な
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
た
め
、
早
め
に
申
し
込
む
こ
と
。
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ウ

平
成
三
十
年
八
月
二
十
八
日
（
火
曜
日
）
午
後
五
時
ま
で
に
申
込
み
の
入
力
を
完
了
し
て

い
な
い
場
合
は
、
接
続
中
又
は
入
力
中
で
あ
っ
て
も
受
験
の
申
込
み
が
で
き
な
く
な
る
の
で

注
意
す
る
こ
と
。

３

受
験
手
数
料

七
千
円
。
試
験
案
内
に
記
載
す
る
方
法
に
よ
り
払
い
込
む
こ
と
。

払
込
み
に
要
す
る
費
用
は
、
申
込
者
の
負
担
と
す
る
。

（１）

払
い
込
ま
れ
た
受
験
手
数
料
は
、
天
災
等
の
理
由
に
よ
り
試
験
を
実
施
し
な
い
こ
と
と
し
た

（２）
場
合
等
を
除
き
、
返
還
し
な
い
。

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
よ
り
受
験
の
申
込
み
を
行
う
場
合
は

所
定
の
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド

申

、

（

（３）
込
者
本
人
名
義
の
も
の
に
限
る

）
又
は
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア
で
払
い
込
む
こ
と
。

。

４

試
験
に
関
す
る
問
い
合
わ
せ
先

一
般
財
団
法
人
行
政
書
士
試
験
研
究
セ
ン
タ
ー

電
話
番
号
〇
三

三
二
六
三

七
七
〇
〇

－
－

六

特
例
措
置
の
実
施

身
体
の
機
能
に
障
害
の
あ
る
者
で
、
車
椅
子
の
使
用
、
補
聴
器
の
使
用
、
拡
大
鏡
の
持
込
み
等
受

験
に
際
し
て
特
例
措
置
を
希
望
す
る
も
の
は
、
事
前
の
申
請
の
手
続
が
必
要
と
な
る
た
め
、
受
験
の

申
込
み
を
行
う
前
に
必
ず
一
般
財
団
法
人
行
政
書
士
試
験
研
究
セ
ン
タ
ー
に
相
談
す
る
こ
と
。

七

合
格
発
表

１

合
格
発
表
の
日
時

平
成
三
十
一
年
一
月
三
十
日
（
水
曜
日
）
午
前
九
時

２

合
格
発
表
の
方
法

一
般
財
団
法
人
行
政
書
士
試
験
研
究
セ
ン
タ
ー
の
掲
示
板
及
び
同
セ
ン
タ
ー
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

並
び
に
岡
山
県
総
務
部
総
務
学
事
課
前
及
び
同
課
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（h

t
t
p
:
/
/
w
w
w
.
p
r
e
f
.

o
k
a
y
a
m
a
.
j
p
/
s
o
s
h
i
k
i
/
5
/

）
に
合
格
者
の
受
験
番
号
を
掲
示
す
る
と
と
も
に
、
同
セ
ン
タ
ー
か

ら
受
験
者
に
合
否
通
知
書
を
郵
送
す
る
。
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〔
三
三
五
〕
特
定
非
営
利
活
動
促
進
法
（
平
成
十
年
法
律
第
七
号
）
第
二
十
五
条
第
四
項
の
規
定
に
よ

り
、
次
の
と
お
り
特
定
非
営
利
活
動
法
人
の
定
款
変
更
の
認
証
の
申
請
が
あ
っ
た
。

平
成
三
十
年
七
月
十
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

申
請
の
あ
っ
た
年
月
日

平
成
三
十
年
七
月
二
日

二

申
請
に
係
る
特
定
非
営
利
活
動
法
人
の
名
称

特
定
非
営
利
活
動
法
人
フ
ォ
レ
ス
ト
フ
ォ
ー
ピ
ー
プ
ル
岡
山

三

代
表
者
の
氏
名

山
下

武
伺

四

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

高
梁
市
落
合
町
阿
部
八
六
六
番
地
二

五

定
款
に
記
載
さ
れ
た
目
的

こ
の
法
人
は
、
人
・
自
然
・
社
会
の
関
係
性
を
大
切
に
考
え
、
そ
れ
ら
を
つ
な
ぐ
人
づ
く
り
を
推

進
す
る
。
青
少
年
を
対
象
と
し
た
地
域
の
伝
統
的
な
生
活
文
化
や
豊
か
な
自
然
を
活
か
し
た
体
験
的

な
学
び
や
環
境
教
育
を
通
し
て
、
健
全
な
人
づ
く
り
、
里
山
文
化
の
継
承
、
自
然
環
境
の
保
全
を
推

進
し
、
持
続
的
に
発
展
す
る
社
会
の
実
現
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

六

変
更
す
る
事
項

特
定
非
営
利
活
動
に
係
る
事
業
の
種
類
及
び
役
員
に
関
す
る
事
項
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〔
三
三
六
〕
土
地
改
良
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
九
十
五
号
）
第
四
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ

り
申
請
の
あ
っ
た
新
規
土
地
改
良
事
業
の
施
行
に
つ
い
て
、
同
条
第
九
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第

八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
そ
の
申
請
を
適
当
と
決
定
し
た
の
で
、
関
係
書
類
を
次
の
と
お
り
縦
覧

に
供
す
る
。

こ
の
公
告
に
係
る
決
定
に
対
し
て
異
議
が
あ
る
者
は
、
縦
覧
の
期
間
満
了
の
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し

て
十
五
日
以
内
に
岡
山
県
備
前
県
民
局
長
に
申
し
出
る
こ
と
が
で
き
る
。

平
成
三
十
年
七
月
十
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

申
請
者

高
崎
土
地
改
良
区

二

地
区
名

六
間
丘
３
番
川
地
区
（
非
補
助
土
地
改
良
（
農
業
用
用
排
水
施
設
）
事
業
）

三

縦
覧
に
供
す
る
書
類

土
地
改
良
区
定
款

事
業
計
画
書

四

縦
覧
の
期
間

平
成
三
十
年
七
月
十
日
か
ら
同
月
三
十
一
日
ま
で

五

縦
覧
の
場
所

岡
山
県
備
前
県
民
局
農
林
水
産
事
業
部
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〔
三
三
七
〕
林
業
種
苗
法
（
昭
和
四
十
五
年
法
律
第
八
十
九
号
）
第
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、

次
の
生
産
事
業
者
の
登
録
が
失
効
し
た
。

平
成
三
十
年
七
月
十
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

事

業

所

の

生

産

事

業

者

名

称

及

び

登

録

生
産
事
業
の

所

在

地

番

号

氏

名

又

は

内

容

住

所

名

称

阿
新
二
三

橋
本

澄
男

新
見
市
神
郷
高
瀬
三
四
九
六

二
二

種
穂
の
採
取

橋
本
澄
男
苗

－

幼
苗
の
育
成

畑
住
所
地
に

幼
苗
以
外
の

同
じ

苗
木
育
成
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〔
三
三
八
〕
次
の
者
に
係
る
都
市
計
画
法
（
昭
和
四
十
三
年
法
律
第
百
号
）
第
二
十
九
条
の
規
定
に
よ

る
開
発
許
可
を
受
け
た
開
発
行
為
に
関
す
る
工
事
が
完
了
し
た
。

平
成
三
十
年
七
月
十
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

開
発
区
域
又
は
工
区
に
含
ま
れ
る
地
域
の
名
称

浅
口
市
金
光
町
占
見
一
三
三
〇

四

－

二

許
可
を
受
け
た
者
の
住
所
及
び
氏
名

倉
敷
市
連
島
町
連
島
一
四
二

二
九
八
フ
ァ
ー
シ
ル
Ａ
棟
二
〇
一

－

内
田

友
規

三

許
可
番
号

岡
山
県
指
令
建
指
第
七
四
号
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〔
三
三
九
〕
次
の
者
に
係
る
都
市
計
画
法
（
昭
和
四
十
三
年
法
律
第
百
号
）
第
二
十
九
条
の
規
定
に
よ

る
開
発
許
可
を
受
け
た
開
発
行
為
に
関
す
る
工
事
が
完
了
し
た
。

平
成
三
十
年
七
月
十
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

開
発
区
域
又
は
工
区
に
含
ま
れ
る
地
域
の
名
称

津
山
市
二
宮
字
岡
東
一
九
七
七
、
一
九
八
二

二
、
一
九
八
二

一
二
、
一
九
八
二

一
四
、

－
－

－

一
九
八
四

八
、
一
九
八
六

三
、
二
〇
一
三

五
、
二
〇
一
三

二
〇
、
字
中
一
九
七
八
の
一

－
－

－
－

部
二

許
可
を
受
け
た
者
の
所
在
地
、
名
称
及
び
代
表
者
の
氏
名

津
山
市
山
北
五
二
〇

津
山
市
長

谷
口

圭
三

三

許
可
番
号

岡
山
県
指
令
建
指
第
九
〇
号
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〔
三
四
〇
〕
次
の
者
に
係
る
都
市
計
画
法
（
昭
和
四
十
三
年
法
律
第
百
号
）
第
二
十
九
条
の
規
定
に
よ

る
開
発
許
可
を
受
け
た
開
発
行
為
に
関
す
る
工
事
が
完
了
し
た
。

平
成
三
十
年
七
月
十
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

開
発
区
域
又
は
工
区
に
含
ま
れ
る
地
域
の
名
称

総
社
市
井
手
字
烏
帽
子
形
八
八
九

一
、
八
八
九

七

－
－

二

許
可
を
受
け
た
者
の
住
所
及
び
氏
名

総
社
市
総
社
一
丁
目
二

一
〇

一
〇
号
ク
オ
リ
ア
二
〇
二
号
室

－
－

中
村

嵩

三

許
可
番
号

岡
山
県
指
令
建
指
第
一
〇
五
号
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